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第2章　公務・通勤災害の認定

1　公務災害の認定基準

(1)　公務災害認定の基本的考え方

職員が災害を受け、その災害が公務上の災害として認められるためには、職員が公務に従事し、任命権者の支配拘束下にある状況でその災害が発生したこと「公務遂行性」と、公務とその災害との間に相当因果関係があること「公務起因性」の二つの要件を満たす必要があります。

「公務遂行性」要件は、究極的には「公務起因性」要件の内に包含されるものですが、一般的に公務に従事していない場合に発生した事故等による災害については、「公務遂行性」がなければ「公務起因性」を判断するまでもなく公務外と認められるため、認定上の第一次的判断基準となります。ただし、「公務遂行性」が認められても、「公務起因性」が当然に認められるとは限らないので、「公務遂行性」に加えて「公務起因性」の有無についてもさらに検討します。

たとえば、故意又は本人の素因によるもの、天災地変および偶発的な事故（私的怨恨によるものを含む。）によるものであると明らかに認められるもの等は、「公務遂行性」が認められても、「公務起因性」が認められず、公務上の災害とは認められません。

ア　公務遂行性

　　公務遂行性の具体的な内容は次のように大別されます。

1 任命権者の支配下にあり、かつ、施設管理下で公務に従事している場合。

a　通常又は臨時に割り当てられた職務を行っている場合。

b　職務遂行に通常伴うと認められる合理的行為（生理的必要行為、反射的行為等）を行っている場合。（公務達成のための善意行為を含む。）

c　公務遂行に必要な準備・後始末行為を行っている場合。

2 任命権者の支配下にあり、かつ、施設管理下にあるが公務に従事していない場合。

　　休憩時間中等、勤務公署又は付属施設内において自由行動を許されている場合。

3 任命権者の支配下にあるが、施設管理下を離れて公務に従事している場合。

a　出張用務等で通常の勤務公署以外で公務に従事している場合。

b　出張又は赴任に伴う合理的経路及び方法による往復途上にある場合。

4 出張又は赴任に伴う通常の又は合理的な範囲内の行為（食事等）をしている場合。

イ 公務起因性

公務起因性が認められるとは、公務に内在している危険が現実化したものであることが経験則上認められることをいうものであり、言い換えれば、その災害の発生と公務との間に「相当因果関係」（災害の発生原因のうち、公務が他の原因に比較して「相対的に有力な原因」であること。）が存在することをいいます。

 具体的には、「あの公務に従事していなかったならば、その事故等は発生しなかったであろうし、その事故等が発生しなかったならば、災害（疾病等）は生じなかったであろう。」といった単なる条件関係が認められるだけでは足りず、さらに、この災害（疾病等）の発生に不可欠な諸事情の下では「あのような公務に従事していたならば、そのような事故等が発生するであろうし、そのような事故等が発生すればこのような災害（疾病等）が生じるであろう。」と認められる関係があることをいいます。

　疾病の公務上外を判断する場合には、この「公務起因性」の判断が重要となります。職員に素因、基礎疾患、既存疾病が存在し、これらの要因に公務が加わって発病し又は増悪した場合で、公務がワン・プッシュにすぎないとすれば、これら素因等が相対的に有力な原因となり、公務は単に機会原因を成したにすぎず、相対的に有力な原因とは認められないためです。

(2)　公務上の負傷の認定

負傷はその発生が、外面的で可視的であるため公務との因果関係を判断する際に特に医学的判断が必要とされないのが通例であり、その公務上外の認定は原則として「公務遂行性」（職員が公務に従事し、任命権者の支配拘束下にある状況でその災害が発生したこと。）を判断して行われます。ただし、(1)の基本的考え方で述べたとおり、「公務遂行性」が認められても「公務起因性」が認められない場合もありますので注意を要します。

	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1) 　自己の職務遂行中の負傷

　出張中について

は、後記(6)による。


	1 法令又は権限ある上司の命令により職員に割り当てられた職務に従事している場合

　　ただし、宿直勤務の場合には、行為自体に相当広範に自由な行為が許容されているので必ずしも公務上とならないこともある。

2 地方公務員法第39条の規定による研修を受けている場合

3 地方公務員法第42条の規定による職員の保健のための健康診断を受けている場合

　ただし、人間ドック等のように、その受診が職員の意思に委ねられているものを受診している場合を除く。

	(2) 　職務遂行に伴う合理的行為中の負傷


	1 業務待機中の行為（著しく社会通念を逸脱した行為の場合を除く。）

2 生理的必要行為

　　勤務時間中、又は休憩時間中に用便、水を飲む等の行為のために往復する行為をいう。（生理的行為自体は、私的行為である。）


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(2)　職務遂行に伴う合理的行為中の負傷
	3 公務達成のための善意行為

自己に割り当てられた（担当）職務以外の公務を達成するための善意によって行う行為をいい、本来の担当者の不在、その公務の緊急性・必要性等からみて、善良な職員であれば誰でもが、そうするであろうと客観的に判断されるものをいう。

　ただし、公務上の必要性のない、いわゆる道義的立場からの善意行為にあたる場合等は該当しない。

4 食事行為

　　食事のため、勤務場所と食事施設（要件あり）との間を合理的な経路及び方法により往復する行為をいう。（食事行為自体は、私的行為である。）

5 医療機関へ行く行為

　緊急の治療が必要であると認められる職員が、所属部局の長の指示又は了解を受けて、治療のため、勤務時間を割いて勤務場所と当該医療機関の間を合理的な経路及び方法により往復する行為

	(3) 　職務遂行に必要な準備行為、又は後始末行為中の負傷
	勤務時間の始め又は終わりにおいて、更衣、機械器具の点検・整備・格納、作業環境の整備・清掃などの行為を行っている場合



	(4) 　救助行為中の負傷
	　 勤務場所において負傷し、又は疾病にかかった職員を救助する行為を行っている場合

	(5) 　防護行為中の負傷


	　　非常災害時において、勤務場所又はその付属施設（公務運営上の必要により入居が義務付けられている宿舎を含む。）を防護する行為を行っている場合

	(6) 　出張又は赴任の期間中の負傷


	　　出張－職員が公務のため一時在勤庁を離れて旅行すること。
　　赴任－新規採用職員が、採用に伴う移転のため住居から、新勤務地に旅行し、又は転任を命ぜられた職員がその転任に伴う移転のため旧勤務地から新勤務地に旅行すること。


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(6)　出張又は赴任の期間中の負傷
	ただし、上記期間中であっても次の場合を除く。

1 合理的な経路又は方法によらない順路にある場合　　

2  合理的な経路又は方法による順路にある場合であっても恣意的行為を行っているとき。　　

3 出張先の宿泊施設が、法第2条第2項に規定する住居としての性格を有するに至った場合において、当該宿泊施設内にあるとき、又は当該宿泊施設と勤務場所との間の往復の途上にあるとき。

　（この場合の往復の途上にあるときは、通勤災害の対象となります。）

	(7) 　特別の事情下の出勤又は退勤途上の負傷

　　通常の通勤途上における負傷については、後記2通勤災害の認定基準参照。


	通勤途上の災害は一般的には任命権者の支配管理下にないため、公務災害としてではなく、通勤災害として取り扱われるが、次の場合の通勤途上（合理的な経路若しくは方法によらない場合又は遅刻若しくは早退の状態にある場合を除く。）の災害は、任命権者の支配拘束性（公務遂行性）を認め、公務上の災害として取り扱われる。

1 公務運営上の必要により、特定の交通機関によって出勤又は退勤することを強制されている場合の出勤又は退勤の途上

2 突発事故その他これに類する緊急用務のため、直ちに又はあらかじめ出勤することを命ぜられた場合の出勤又は当該退勤の途上

（この場合の住居には、職員の居場所を含む。）

3 午後10時から翌日の午前7時30分までの間に開始する勤務に就くことを命ぜられた場合の出勤の途上

4 午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務が終了した場合の退勤の途上

5 宿日直勤務を命ぜられ、直接勤務に就くため出勤し、又は当該勤務を終了して退勤する場合の出勤又は退勤の途上

6 　引き続いて24時間以上となった勤務が終了した場合の退勤の途上

7 　地方公務員法第24条第6項の規定に基づく条例に規定する勤務を要しない日に特に勤務することを命ぜられた場合の出勤又は退勤の途上

8 国民の祝日に関する法律に規定する休日及び年末年始の休日に特に勤務することを命ぜられた場合（交替制勤務者等でその日に当然に勤務することとなっている場合を除く。）の出勤又は退勤の途上


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(7)  特別の事情下の出勤又は退勤途上の負傷

	9 　勤務を要しない日とされていた日に勤務時間の割振りが変更されたことにより勤務することとなった場合（交替制勤務者等にあっては、その日前1週間以内に変更された場合に限る。）の出勤又は退勤の途上　　

10 　①～⑨までに掲げる場合に準ずると認められる出勤又は退勤等特別の事情の下にある場合の出勤又は退勤の途上

	(8) 　レクリエーション参加中の負傷


	1 　地方公務員法第42条の規定に基づき、任命権者が計画し、実施したレクリエーションに参加している場合

2 　任命権者が、地方公務員等共済組合法に基づく共済組合若しくは職員の厚生福利事業を行うことを主たる目的とする団体で、条例により設置され、かつ、地方公共団体の長等の監督の下にあるものと共同して行ったレクリエーションに参加している場合

3 　その他任命権者の支配管理の下に行われたレクリエーションに参加している場合

	(9) 　設備の不完全又は管理上の不注意による負傷


	勤務場所又はその付属施設の設備の不完全又は管理上の不注意その他所属部局の責めに帰すべき事由によるものと認められるもので、次に掲げる場合（前記(1)～(6)に該当する場合を除く。）

1 　所属部局が専用の交通機関を職員の出勤又は退勤の用に供している場合において、当該出勤又は退勤の途上にあるとき。

2 　勤務のため、勤務開始前又は勤務終了後に施設構内で行動している場合

③　　休息時間又は休憩時間中に勤務場所又はその付属施設を利用している場合

	(10) 　宿舎の不完全又は管理上の不注意による負傷


	公務運営上の必要により、入居が義務づけられている宿舎において、その宿舎の不完全又は管理上の不注意によって発生した場合

（公務運営上の必要からではなく、単なる職員の通勤の便宜等を図るための宿舎は、該当しません。）


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(11) 　職務遂行に伴う怨恨による負傷


	　職務遂行に伴う怨恨により第三者から加害を受けて発生した場合

　ただし、公務中であっても私的怨恨により発生した場合、あるいは、いわゆる喧嘩等に発展している場合は私怨に発展したものと解され、職務との相当因果関係は否定され、該当しません。

	(12) 　公務上の負傷又は疾病と相当因果関係をもって発生した負傷
	　公務上の負傷又は疾病と相当因果関係をもって発生した場合

　（負傷そのものが、当初の負傷に起因するとは認められない場合、又は社会通念上療養中と認められない恣意的行為中の負傷の場合は、該当しません。）

	(13) 　その他公務と相当因果関係をもって発生した負傷
	前記(1)～(12)に掲げるもののほか、公務と相当因果関係をもって発生した場合




　(3)　公務上の疾病の認定

公務上の疾病とは、公務に起因して発症した疾病をいい、その発症の形態は、公務に内在する危険としての有害因子が職員に接触し、又は侵入したこと等により疾病発生の原因が形成され、その危険が具体化したものです。

一般的に疾病はその発生原因が外面的に明らかでないため、公務上外の認定は、医学的知見をも含めた「公務起因性」（災害の発生と公務との間に「相当因果関係」（災害の発生原因のうち、公務が他の原因に比較して「相対的に有力な原因」であること。）が存在すること。）を判断して行われます。

具体的には、「公務上の負傷に起因する疾病」、「職業病」及び「その他公務に起因することが明らかな疾病」の三種に大別して判断します。

	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1)　公務上の負傷に起因する疾病


	公務上の負傷に起因する疾病は、公務上の負傷と相当因果関係をもって発生した疾病をいい、これに該当する疾病は、次のとおりです。

なお、公務上の負傷に起因する疾病には、公務上の負傷によって直接発生する疾病のほか、その疾病が原因となって続発する疾病も含みます。

	
	1 負傷した当時、何ら疾病の

素因を有していなかった者が、その負傷によって発病した場合


	

	
	2 　負傷した当時、疾病の素因はあったが発病する程度ではなかった者が、その負傷によりその素因が刺激されて発病した場合

3 　負傷した当時、疾病の素因があり、しかも早晩発病する程度であった者が、その負傷によりその発病の時期を著しく早めた場合
	

	
	④　負傷した当時、既に発病していた者が、その負傷によりその疾病を著しく増悪した場合


	

	(2)　職　業　病


	　当該疾病に係るそれぞれの業務に伴う有害作用の程度が当該疾病を発症させる原因となるのに足るものであり、かつ、当該疾病が医学経験則上当該原因に


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(2)　職　業　病


	よって生ずる疾病に特有な症状を呈した場合は、特に反証のない限り公務上の災害となり、これに該当する疾病を大別すると次のとおりとなります。

①　物理的因子にさらされる業務に従事したため生じた疾病

②　身体に過度の負担のかかる作業態様の業務に従事したため生じた疾病

③　化学物質等にさらされる業務に従事したため生じた疾病

④　粉じんを飛散する場所における業務に従事したため生じた疾病

⑤　細菌、ウイルス等の病原体にさらされる業務に従事したため生じた疾病

⑥　がん原性物質又はがん原性因子にさらされる業務に従事したため生じた疾病

	(3)　その他公務に起因する疾病


	　(1)及び(2)に掲げるもののほか、公務に起因することが明らかな疾病は公務上の災害とし、これに該当する疾病を大別すると次のとおりとなります。
①　伝染病又は風土病に罹患するおそれのある地域に出張した場合における当
　該伝染病または風土病

②　健康管理上の必要により任命権者が執った措置（予防注射及び予防接種を含む）により発生した疾病

③　公務運営上の必要により入居が義務づけられている宿舎の不完全又は管理上の不注意により発生した疾病

④　勤務場所又はその付属施設の不完全又は管理上の不注意その他所属部局の責めに帰すべき事由により発生した疾病

⑤　職務の遂行に伴う怨恨によって発生した疾病

⑥　所属部局の提供する飲食物による食中毒

⑦　その他、公務と相当因果関係をもって発生したことが明らかな疾病


　(4)　障害又は死亡

公務上の負傷又は疾病と相当因果関係をもって生じたことが明らかな障害又は死亡は公務上のものとなります。

認定に当たっては、個々の事例に即して、医学的意見をも参考に、相当因果関係の有無を判断することとなります。

　□　公務上の腰痛の認定

腰痛は、職場で公務を遂行しているときでも、家庭で日常生活を営んでいるときでもその場所や時刻にかかわりなく発症し、その発症の原因は種々ですが、腰部に動的又は静的に過度の負担を加える労働態様や疲労を蓄積させる勤務条件等種々の外的要因が競合することに加えて、加齢による腰椎の変性や日常生活における運動量等の個体的要因も発症に影響を及ぼすため、公務起因性の判断が難しい疾病の一つです。

腰痛の公務上外の認定については、認定基準によるほか次によることとなっています。

	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1)　災害性の原因による腰痛


	公務上の負傷（急激な力の作用による内部組織の損傷を含む。以下同じ。）に起因して発症した腰痛で、次の①及び②に掲げる要件のいずれをも満たし、かつ、医学上療養を必要とするものは、｢公務上の負傷に起因する疾病」に該当する疾病として取り扱います。

①　腰部の負傷又は腰部の負傷を生ぜしめたと考えられる通常の動作とは異なる動作による腰部に対する急激な力の作用が、公務遂行中に突発的なできごととして生じたと明らかに認められるものであること。

②　腰部に作用した力が腰痛を発症させ、腰痛の既往症を再発させ、又は基礎疾患を著しく増悪させたと医学的に認めるに足りるものであること。

（説　明）

①　災害性の原因による腰痛を発症する場合の例としては、次のような事例　　　　があげられること。

ア　 重量物の運搬作業中に転倒したり、重量物を2人がかりで運搬する最中にそのうちの1人の者が滑って肩から荷をはずしたりしたような事故的な事由により瞬時に重量が腰部に負荷された場合

イ　 事故的な事由はないが、重量物の取扱いに当たって、その取扱い物が予想に反して著しく重かったり、軽かったりしたときや、重量物の取扱いに不適当な姿勢をとったときに脊柱を支持するための力が腰部に異常に作用した場合

②　公務の遂行に際し、何らかの原因で腰部に異常な内的な力の作用が加わったことによるいわゆる「ぎっくり腰」等の腰痛は、発症直後に椎間板ヘルニアを発症させ、又は症状の動揺を伴いながら後日椎間板ヘルニアの症状を顕在化させることもあるので、これら椎間板ヘルニアを伴う腰痛についても、公務上の災害として取り扱う場合のあることに留意すること。


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1)  災害性の原因による腰痛


	③　腰痛の既往症又は基礎疾患（例えば椎間板ヘルニア、変形性脊椎症、腰椎分離症、すべり症等）がある場合で、腰痛そのものは消退又は軽快している状態にあるとき、公務遂行中に生じた災害性の原因により再び腰痛を発症させ、又は増悪させ、療養を要すると認められることもあるので、これらの腰痛についても、公務上の災害として取り扱うこと。

④　上記に該当しない腰痛については、たとえ公務遂行中に発症したものであっても、「公務上の負傷に起因する疾病」には該当しないこと。

　　なお、この場合、次の災害性の原因によらない腰痛に該当するか否かは別途検討を要するので留意すること。

	(2)　災害性の原因によらない腰痛


	①　次に掲げる業務等腰部に過度の負担のかかる業務に比較的短期間（おおむね3か月から数年以内をいう。）従事する職員に発症した腰痛で、当該職員の業務内容、作業態様、作業従事期間及び身体的条件からみて、当該業務に起因して発症したものと認められ、かつ、医学上療養を必要とするものは、｢職業病｣に該当する疾病として取り扱います。

ア　重量物（おおむね20kg以上のものをいう。）又は軽重不同の物を繰り返し中腰で取り扱う業務

イ　腰部にとって極めて不自然又は極めて非生理的な姿勢で毎日数時間程度行う業務

ウ　腰部の伸展を行うことのできない同一作業姿勢を長時間にわたり持続して行う業務

エ　腰部に著しく粗大な振動を受ける作業を継続して行う業務

②　重量物を取り扱う業務（おおむね30kg以上の重量物を勤務時間の3分の1程度以上取り扱う業務又はおおむね20kg以上の重量物を勤務時間の半分程度以上取り扱う業務をいう。）又は腰部に過度の負担のかかる作業態様の業務（重量物を取り扱う業務と同程度以上に腰部に負担のかかる業務をいう。）に相当長期間（おおむね10年以上をいう。）にわたって継続して従事する職員に発症した慢性的な腰痛のうち、胸腰椎に著しく病的な変性（高度の椎間板変性や椎体の辺縁隆起等）が認められ、かつ、その程度が通常の加齢による骨変化の程度を明らかに超えるもので、当該職員の業務内容、作業態様、作業従事期間及び身体的条件からみて、当該業務に起因して発症したものと認


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(2)　災害性の原因によらない腰痛


	められ、かつ、医学上療養を必要とするものは、「職業病｣に該当する疾病として取り扱います。　

（説　明）

①　腰部に過度の負担のかかる業務に比較的短期間従事する職員に発症した腰痛の発症の機序は、主として筋、筋膜、靭帯等の軟部組織の労作の不均衡による疲労現象から起こるものと考えられること。

②　エックス線上の骨変化が認められるものとしては、変形性脊椎症、骨粗鬆症、腰椎分離症、すべり症等があるが、これらのうち、変形性脊椎症は一般的な加齢による退行性変性としてみられるものが多く、また、骨粗鬆症は骨の代謝障害によるものであるので、｢災害性の原因によらない腰痛」の公務上外の認定に当たっては、その腰椎の変化と年齢との関連を特に考慮する必要があること。

	(3)　その他公務に起因することが明らかな腰痛
	(1)及び(2)に掲げるもののほか、公務と相当因果関係をもって発生したことが明らかな腰痛は、公務上のものとなります。


　□　心・血管疾患及び脳血管疾患等の認定
心・血管疾患及び脳血管疾患等の公務上外の認定については、疾病の特殊性から次のように取り扱うこととなっています。

	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1)　公務上の負傷に起因する心・血管疾患及び脳血管疾患


	　公務上の負傷の後に発症したと認められる心・血管疾患及び脳血管疾患等であって、次の①から③のすべての要件を満たすものは、公務上の負傷に起因する疾病に該当する疾病として取り扱います。

1 負傷による損傷又は症状と発症した疾病との間に、部位的又は機能的な関連が、医学上認められること。

2 負傷の性質及び程度が疾病の発症原因となり得ることが、医学上認められること。


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	
	　③　負傷から症状が顕在化するまでの時間的間隔が、医学上妥当なものであること。

	(2)　　相当の期間にわたって継続的に行う長時間の業務その他血管病変等を著しく増悪させる業務に従事したため生じた狭心症等の疾病又は高血圧性脳症及びこれらに付随する疾病

　（規則別表第１

　　第８号に掲げる疾病）


	　　次の①及び②のいずれの要件をも満たす心・血管疾患及び脳血管疾患等は、公務に起因することの明らかな疾病に該当する疾病として取り扱います。

1 　次に掲げるア又はイによる明らかな過重負荷を発症前に受けたことが認められること。

ア　職務に関連して、発生状態を時間的及び場所的に明確にし得る異常な出来事・突発的な事態に遭遇したこと。

イ　通常の日常の業務（1日当たり平均概ね8時間（１週当たり平均概ね40時間）の勤務内に行う日常の業務）に比較して、特に過重な職務に従事したこと。

2 　過重負荷を受けてから症状が顕在化するまでの時間的間隔が、医学上妥当なものであること。

（説　明）

①　「心・血管疾患及び脳血管疾患（負傷に起因する疾患を除く。）」とは、次に掲げるものをいう。

ア　心・血管疾患

(ｱ)　狭心症

(ｲ)　心筋梗塞

(ｳ)　心停止（心臓制突然死を含む）

(ｴ)　重症の不整脈（心室細動等）
(ｵ)　重篤な心不全

(ｶ)　肺塞栓症

(ｷ)　大動脈解離
イ　脳血管疾患

(ｱ)  くも膜下出血

(ｲ)　脳出血

(ｳ)　脳梗塞
(ｴ)　高血圧性脳症



	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	
	　②　「過重負荷」とは、医学経験則上、心・血管疾患及び脳血管疾患の発症の基礎となる血管病変等の病態を加齢、一般生活等によるいわゆる自然的経過を超えて著しく増悪させ、当該疾患の発症原因とするに足ることが認められる強度の精神的又は肉体的負荷をいう。
 ③　「異常な出来事・突発的事態に遭遇したこと｣とは、次に掲げる場合をいう。

ア　医学経験則上、心・血管疾患及び脳血管疾患を発症させる可能性のある爆発物、薬物等による犯罪又は大地震、暴風、豪雨、洪水、高潮、津波その他の異常な自然現象若しくは火災、爆発その他これらに類する異常な状態に職務に関連して遭遇したことが明らかな場合
イ　日常は肉体的労働を行わない職員が、勤務場所又はその施設等の火災等特別な事態が発生したことにより、特に過重な肉体的労働を必要とする職務を命じられ、当該職務を行っていた場合
ウ　暴風、豪雪、猛暑等異常な気象条件下で長時間にわたって職務を行っていた場合
エ　極度の緊張、興奮、恐怖、驚がく等の強度の精神的負荷を引き起こす事態に職務に関連して遭遇した場合
オ　急激で著しい肉体的負荷を強いられる事態又は急激で著しい作業環境の変化の下で職務を行っていた場合
④　｢通常の日常の職務に比較して特に過重な職務に従事したこと｣とは、医学経験則上、心・血管疾患及び脳血管疾患を発症させる可能性のある特に過重な職務に従事したことをいい、勤務形態・時間、業務内容・量、勤務環境、精神的又は肉体的負荷の状況及び疲労の蓄積等の面で特に過重な職務の遂行を余儀なくされた、次に掲げる場合をいう。
ア　発症前1週間程度から数週間（「2～3週間」をいう。）程度にわたる、特に過重で長時間に及び時間外勤務を行っていた場合

イ　発症前1か月程度にわたる、過重で長時間に及ぶ時間外勤務（発症日から起算して、週当たり平均25時間程度以上の連続）を行っていた場
　合


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	
	ウ　発症前1か月を超える、過重で長時間に及ぶ時間外勤務（発症日から起算して、週当たり平均20時間程度以上の連続）を行っていた場合

　　⑤　時間外勤務の評価の他、次に掲げる職務従事状況等を評価要因とし、医学経験則に照らして、強度の精神的、肉体的過重性が認められる場合は、それらを時間外勤務の評価に加えて総合的に評価する。
ア　交替制勤務職員の深夜勤務（22時から翌朝5時までの勤務）中の頻回出勤及び深夜勤務時間数の著しい増加・仮眠時間の著しい減少等の職務従事状況

イ　著しい騒音、寒暖差、寒冷、暑熱等不快、不健康な勤務環境下における職務従事状況
ウ　緊急呼び出しによる勤務、勤務を要しない日も勤務したことによる連続勤務、勤務間インターバルが短い勤務、拘束時間が長い勤務、不規則な勤務・交代制勤務・深夜勤務等の勤務時間が不規則な職務への従事状況

エ　頻回出張、時差を伴う出張等の勤務公署外における移動を伴う職務への従事状況

オ　その他、精神的又は肉体的負荷を伴う職務への従事状況

⑥　④及び⑤において、特に過重な職務等への従事状況の評価は、被災職員と職種、職、職務経験及び年齢等が同程度の職員（以下「同種職員等」という。）にとっても、特に過重な職務に従事したと認められるか否かについて客観的に行う必要がある。
3 この場合において、同種職員等には、心・血管疾患及び脳血管疾患の発症の基礎となる血管病変等を有しているものの、通常の日常の職務の遂行に特に支障がない程度の職員も含まれていることに留意する。


　心・血管疾患及び脳血管疾患に係る公務災害認定については、広範かつ詳細な資料収集及び調査を速やかに行わなければなりませんので、当該災害が発生した場合は、基金長野県支部に御相談ください。

□　精神疾患等の認定

精神疾患等の公務上外の認定については、認定基準によるほか、次のように取り扱うこととなっています。

	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1)　対象疾病
(1)　対象疾病
	対象とする疾病（以下「対象疾病」という。）は、国際疾病分類第10回修正版（以下「ICD－10」という。）第５章「精神および行動の障害」に分類される精神疾患であって、器質性のもの及び有害物質に起因するものを除くものです。

対象疾病のうち、業務に関連して発症する可能性のある精神疾患は、主としてICD－10のＦ２からＦ４までに分類される精神疾患となります。
ICD-10Ｉ　第5章 精神及び行動の障害　Ｆ２～Ｆ４
F20　統合失調症、F21　統合失調症型障害 、F22　持続性妄想性障害、F23　急性一過性精神病性障害、 F24　感応性妄想性障害、F25　統合失調感情障害、F28　その他の非器質性精神病性障害、F29　詳細不明の非器質性精神病 
F30　躁病エピソード、F31　双極性感情障害<躁うつ病> 、F32　うつ病エピソード、F33　反復性うつ病性障害、 F34　持続性気分[感情]障害、F38　その他の気分[感情]障害 、F39　詳細不明の気分[感情]障害 
F40　恐怖症性不安障害、F41　その他の不安障害 、F42　強迫性障害<強迫神経症>、F43　重度ストレスへの反応及び適応障害、 F44　解離性[転換性]障害 、F45　身体表現性障害、F48　その他の神経症性障害
なお、器質性の精神疾患及び有害物質に起因する精神疾患（Ｆ０及びＦ１に分類される精神疾患）については、頭部外傷、脳血管疾患、中枢神経変性疾患等の器質性脳疾患に付随する疾病、化学物質による疾病等として認められるか否かを個別に判断します。
ICD-10　第5章 精神及び行動の障害　Ｆ０～Ｆ１
F00　アルツハイマー病の認知症 、F01　血管性認知症、F02　他に分類されるその他の疾患の認知症 、F03　詳細不明の認知症、 F04　器質性健忘症候群，アルコールその他の精神作用物質によらないもの、 F05　せん妄，アルコールその他の精神作用物質によらないもの 、F06　脳の損傷及び機能不全並びに身体疾患によるその他の精神障害、F07　脳の疾患，損傷及び機能不全による人格及び行動の障害 、F09　詳細不明の器質性又は症状性精神障害 
F10　アルコール使用<飲酒>による精神及び行動の障害 、F11　アヘン類使用による精神及び行動の障害 、F12　大麻類使用による精神及び行動の障害 、F13　鎮静薬又は催眠薬使用による精神及び行動の障害、  F14　コカイン使用による精神及び行動の障害 、F15　カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精神及び行動の障害、 F16　幻覚薬使用による精神及び行動の障害 、F17　タバコ使用<喫煙>による精神及び行動の障害 F18　揮発性溶剤使用による精神及び行動の障害、F19　多剤使用及びその他の精神作用物質使用による精神及び行動の障害
また、いわゆる心身症は、対象疾病には含まれません。

	(2)　認定要件

(2)　認定要件


	次の１及び２の要件をいずれも満たして発症したときに、基準に該当する疾病として取り扱います。
１　 対象疾病発症前のおおむね６か月の間に、次の(1)及び(2)のような業務による強度の精神的又は肉体的負荷を受けたことが認められること。（業務による負荷を受けたと認められるか否かは、被災職員ではなく、被災職員と職種、職、業務経験等が同等程度の職員を基準にして客観的に判断します。）
(1) 人の生命にかかわる事故への遭遇
(2) その他強度の精神的又は肉体的負荷を与える事象（※１）
２　業務以外の負荷（※２）及び個体側要因（※３）により対象疾病を発症したとは認められないこと。
※１　その他強度の精神的又は肉体的負荷を与える事象
① 第三者による暴行、重大な交通事故等の発生により、おおむね２か月以上の入院を要する、又は地方公務員災害補償制度の障害補償年金に該当する若しくは原職への復帰ができなくなる後遺障害を残すような業務上の病気やけがをしたと認められる場合
② 発症直前の２週間程度以上の期間において、いわゆる不眠・不休の状態下で行う、犯罪の捜査若しくは火災の鎮圧又は、危険、不快、不健康な場所等において行う、人命の救助その他の被害の防禦等に従事したと認められる場合（１日当たりの勤務時間が特に短い場合、手待時間が多い等の勤務密度が特に低い場合を除く。）
③ ②の職務遂行中における二次災害、重大事故等の発生への対処等に従事したと認められる場合
④ 発症直前の１か月におおむね160時間を超えるような、又は発症直前の３週間におおむね120時間以上の時間外勤務を行ったと認められる場合（手待時間が多い等の勤務密度が特に低い場合を除く。）
⑤ 発症直前の連続した２か月間に１月当たりおおむね120時間以上の、又は発症直前の連続した３か月間に１月当たりおおむね100時間以上の時間外勤務を行ったと認められる場合
⑥ 発症直前の１か月以上の長期間にわたって、質的に過重な業務を行ったこと等により、１月当たりおおむね100時間以上の時間外勤務を行ったと認められる場合
⑦ 上司、同僚、部下等の事故、傷病等による休業又は欠員が発生し、かつ、それに対して職場の適切な支援・協力等がなされなかったこと等により、②から⑥までに準ずる肉体的過労等を生じさせる業務に従事したと認められる場合
⑧ 組織の責任者として連続して行う困難な対外折衝又は重大な決断等を伴う業務に従事したと認められる場合
⑨ 機構・組織等の改革又は人事異動等による、急激かつ著しい職務内容の変化を伴う業務に従事したと認められる場合
⑩ 職場でひどい嫌がらせ、いじめ又は暴行を執拗に受けたと認められる場合
⑪ 重大な不祥事が発生し、責任者としてその対応に当たったと認められる場合
⑫ ①から⑪までに準ずるような業務による負荷があったと認められる場合
※２　業務以外の負荷
対象疾病発症前のおおむね６か月の間に、被災職員自身の出来事（離婚等の家庭問題、事故・事件、けが・病気等）、被災職員の家族の出来事（配偶者や子どもの死亡・けが・病気等）、金銭関係（財産の損失、収入の減少等）など
※３　個体側要因
精神疾患の既往歴、社会適応状況における問題（過去の学校生活、職業生活等における適応に困難が認められる場合）、アルコール等依存症、性格傾向における偏り（ただし、社会適応状況に問題がない場合を除く。）


　精神疾患等に係る公務災害認定については、広範かつ詳細な調査を速やかに行わなければなりませんので、当該災害が発生した場合は、基金長野県支部に御相談ください。
　□　肝炎、エイズ等の認定

公務災害の対象となる傷病は、公務災害の認定を行う前提となる傷病が発症（発生）し、治療が必要な場合に限られています。しかし、肝炎、エイズ等については感染力が強かったり、感染した場合治ゆが難しいことなどから、患者に使用した注射針を誤って自分の指などに刺してしまう、いわゆる針刺し事故等について、特例として下表のように発症以前にも検査や治療を療養補償の対象としています。

また、この特例は病院等に勤務する医療従事者に限らず、全職員が対象となりますので、特に救急隊員の方は参考にしてください。

なお、発症した場合には、公務と相当因果関係をもって発症したと認められる限り、公務上の災害として他の疾病と同様に補償の対象となります。

	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(1)　Ｂ型肝炎（ＨＢＶ）


	発症前であっても、次の場合については、当該負傷等を災害とみなして、一定の処置や検査を療養補償の対象とします。

　　ただし、負傷等以前又は直後の検査により既にＨＢＶに感染していたことが明らかな場合は、その後の検査は療養補償の対象にはなりません。

　　ＨＢｓ抗原陽性血液に汚染された注射針等により公務上負傷した場合、又は、既存の負傷部位、眼球等に公務に起因してＨＢｓ抗原陽性血液が付着した場合……ＨＢウイルス感染の危険が極めて高いと判断された場合、縫合、消毒、洗浄等の処置とともに、抗ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤の注射又は抗ＨＢｓ人免疫グロブリン製剤の注射に加えＢ型肝炎ワクチンの接種が認められます。

　　検査については、医師が必要と認めた場合、被災直後の1回だけでなく追跡検査も認められます。しかし、概ね2～6月といわれる潜伏期間をすぎ、長期（概ね1年程度）にわたり検査結果が陰性の場合、原則的にその後の検査は療養補償の対象とはなりませんので注意してください。

　　また、治ゆ報告書は遅くともこの時点では提出してください。

	(2)　Ｃ型肝炎（ＨＣＶ）

	　　発症前であっても、次の場合については、当該負傷等を災害とみなして、下記の処置や検査を療養補償の対象とします。

　ただし、負傷等以前又は直後の検査により既にＨＣＶに感染していたことが明らかな場合は、その後の検査は療養補償の対象にはなりません。

（感染確認前）

　ＨＣＶに汚染された血液等を含む注射針等により公務上負傷した場合、又


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(2) Ｃ型肝炎  （ＨＣＶ）

	は、既存の負傷部位、眼球等に公務に起因してＨＣＶに汚染された血液等が付着した場合……洗浄、消毒等の処置及びＨＣＶ抗体検査等の検査

医師が必要と認めた場合、検査は1回だけでなく、追跡検査も認められますが、長期（概ね6月程度）にわたり検査結果が陰性の場合、原則的にその後の検査は療養補償の対象とはなりませんので注意してください。

また、治ゆ報告書は遅くともこの時点では提出してください。

（感染確認後）

ＨＣＶ抗体検査の結果陽性と判断され、Ｃ型肝炎として治療を要する状態であると医師が判断した場合……1月程度のインターフェロン製剤（ＩＦＮ）投与

上記ＩＦＮ投与後は、Ｃ型慢性活動型肝炎に移行した場合のみ、健康保険に準拠した取扱いでＩＦＮ投与が療養補償の対象となります。

	(3)　エイズ

　（ＨＩＶ）


	発症前であっても、次の場合については、当該負傷等を災害とみなして、下記の処置や検査を療養補償の対象とします。

ただし、負傷等以前又は直後の検査により既にＨＩＶに感染していたことが明らかな場合は、その後の検査は療養補償の対象にはなりません。

（感染確認前）

ＨＩＶに汚染された血液等を含む注射針等により公務上負傷した場合、又は、既存の負傷部位、眼球等に公務に起因してＨＩＶに汚染された血液等が付着した場合……洗浄、消毒等の処置及びＨＩＶ抗体検査等の検査は療養補償の対象となります。
医師がＨＩＶに感染した可能性が極めて高いと判断し、当該負傷等の治療の一環としてＡＺＴ（レトロビル）、３ＴＣ（エビビル）及びIndinavir（クリキシバン）の3剤の投与が行われた場合は、療養補償の対象となります。

受傷等の後、ＨＩＶ感染の有無が確認されるまでの間に行われた抗ＨＩＶ

薬の投与は、感染の危険に対し有効であると認められる場合には、療養補償の対象となります。

医師が必要と認めた場合、検査は1回だけでなく、追跡検査も認められますが、長期（概ね3月～4月程度）にわたり検査結果が陰性の場合、原則的にその後の検査は療養補償の対象とはなりませんので注意してください。


	区　　分
	説　　　　　　　　　　　　明

	(3)　エイズ

　（ＨＩＶ）
	また、治ゆ報告書は遅くともこの時点では提出してください。

（感染確認後）

ＨＩＶについては、感染をもって発症とみます。

　したがって、医学上必要な治療は療養補償の対象となります。

また、検査についても療養補償の対象となります。

	(4)　梅毒


	次の場合には、当該負傷等を災害とみなして抗生物質の投与を対象とします。

　梅毒血清反応強陽性患者に使用した注射針等により刺傷し、

　当該刺傷を原因として梅毒の感染の危険が医学上極めて高いと判断され、

　当該刺傷に対する治療の一環として医師が必要と認めて抗生物質の投与が行われた場合

	(5)　ＭＲＳＡ


	ＭＲＳＡについては、健康保菌者のように保菌が確認されたのみで療養補償の対象となるのではなく、ＭＲＳＡ感染症として療養が必要な状態であり医学上必要な治療が行われる場合に公務災害の対象となりうるものです。

上記肝炎やエイズと取扱いが異なりますので注意してください。

	(6)　潜在性結核


	医療従事者等が公務により結核菌に感染し、潜在性結核感染症の診断がなされ、治療薬の投与等の具体的な治療行為が行われる場合に補償の対象となります。

ＱＦＴ検査の結果が「判定保留」となった場合や、診断名が「結核感染疑い」であった場合は、災害（疾病）が発生したと認められないことから、補償の対象とはなりません。


　　　これらの疾病の感染経路を把握するため、感染源たりうる被災職員以外の患者等の血液検査が実施されている場合、その結果の提出を求めることがあります。
　病院等における針刺し事故の防止について、「針刺し事故防止マニュアル」及び『なくそう！針刺し事故（ビデオ）』を公立病院等に配布してありますが、ビデオについては、基金長野県支部においても貸出しを行っておりますので御利用ください。

２　通勤災害の認定基準

　(1)　通勤災害認定の基本的考え方

通勤災害とは、通勤による災害、すなわち職員が、勤務のため、住居と勤務場所との間の往復、勤務場所等から勤務場所への移動又は住居と勤務場所との往復に先行若しくは後続する住居間の移動（公務の性質を有するもの（具体的には、前記1、(2)の(7)参照）を除く。）に起因する災害をいいます。

したがって、職員がその移動の経路を逸脱し、又はその移動を中断した場合においては、当該逸脱又は中断の間及びその後の移動中の災害は、通勤災害とはなりません。

ただし、当該逸脱又は中断が、日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるものをやむを得ない事由により行うための最小限度のものである場合には、当該逸脱又は中断の間に生じた災害を除き、通勤災害となります。

(2)　通勤の範囲（具体的事例は、後記　□通勤災害の対象となる通勤の範囲事例参照。）
ア　「勤務のため」について

「勤務のため」とは、勤務に就くため、又は勤務を終了したことにより行われる移動をいい、当該移動が全体として、勤務と密接な関連性をもって行われるものをいいます。

したがって、通常の勤務のための移動のほか、公務災害扱いとなるレクリエーションに参加するための移動などがこれに該当しますが、勤務終了後、当該勤務公署で相当時間にわたり、私用を弁じた後、帰宅する場合などは、勤務との直接的関連性が失われるので、勤務のためとは認めらません。

また、住居と勤務場所との往復に先行若しくは後続する住居間の移動のうち、当該移動が勤務に就く当日若しくは前日又は勤務に従事した当日若しくは翌日に行われた場合には、原則として「勤務のため」の移動と認められますが、当該移動が勤務に就く前々日以前から行われた場合又は勤務に従事した翌々日以後に行われた場合については、交通機関の状況等の合理的理由が認められるときに、「勤務のため」の移動と認められるものです。

イ　「住居」について

「住居」とは、職員が居住して日常生活の用に供している生活の本拠としての家屋のほか、勤務の都合その他特別の事情がある場合において特に設けられた宿泊場所等をいいます。

また、単身赴任者等が勤務場所と家族の住む自宅との間を移動する場合における当該自宅は、単身赴任手当の支給を受ける職員その他当該職員と均衡上必要があると認められる職員として認められる合理的な理由があり、かつ、当該移動が反復・継続性をもって行われている場合には、これに該当します。

ウ　「勤務場所」について

「勤務場所」とは、職員が職務を遂行する場所として、明示又は黙示の指定を受けた場所をいうものであり、通常の勤務公署のほか、外勤職員の外勤先等もこれに該当します。

エ　「合理的な経路及び方法」について

　　　　「合理的な経路及び方法」とは、社会通念上、(1)に掲げる移動を行う場合に、一般に、職員が用いると認められる経路及び方法をいいます。したがって、定期券による経路、通勤届による経路等のほか、当日の交通事情によりやむを得ず迂回する経路、自動車通勤者がガソリン補給のため迂回する場合等の通勤に伴う合理的必要行為のための経路等は、合理的経路に該当しますが、特別の事情がなく著しく遠回りとなる経路等は、合理的な経路とは認められません。また、電車、バス等の公共交通機関の利用、自家用自動車等の使用、徒歩による場合等通常通勤に利用する方法は合理的な方法に該当しますが、運転免許を受けていない者の運転する自動車を利用する場合等は、合理的な方法とは認められません。
オ　「逸脱」・「中断」について

「逸脱」とは、通勤とは関係のない目的で合理的な経路からそれることをいい、「中断」とは、合理的な経路上において、通勤目的から離れた行為を行うことをいいます。したがって、通勤の途中で観劇等をする場合は、逸脱又は中断に該当し、当該逸脱又は中断の間及びその後は勤務のための通勤とはなりませんが、経路上の店で、タバコ、雑誌等を購入する場合や通勤に伴う合理的必要行為は、逸脱又は中断には該当しません。

この関係を図示すると、次のようになります。

○合理的な経路及び方法の場合

○逸脱、中断した場合

（日常生活上必要な行為である場合）


 　　
　(日常生活上必要な行為以外の場合）


カ　「日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるもの」

①　「日用品の購入その他これに準ずる行為」とは、飲食料品、衣料品、家庭用燃料品など、

職員又はその家族が日常生活の用に充てるものであって、日常しばしば購入するものを購入する行為又は家庭生活上必要な行為であり、かつ、日常行われ、所用時間も短時間であるなど、前記日用品の購入と同程度に評価できる行為をいいます。したがって、日用品の購入のほか、独身職員が通勤途中で食事をする場合、理髪店、美容院へ行く場合などがこれに該当します。

②　　｢学校教育法第1条に規定する学校において行われる教育、職業能力開発促進法第15条の6第3項に規定する公共職業能力開発施設において行われる職業訓練その他これらに準ずる教育訓練であって職業能力の向上に資するものを受ける行為｣とは、高等学校、中等教育学

校、大学、高等専門学校等において行われる教育を受ける行為、国、都道府県及び市町村並びに独立行政法人雇用・能力開発機構が設置する職業能力開発校、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発促進センター及び障害者職業能力開発校において行われる職業訓練を受ける行為のほか、学校教育法第82条の2の専修学校における教育及び職業能力開発促進法第27条の職業能力開発総合大学校における職業訓練を受ける行為又はこれらと同程度に評価できる行為をいいます。

③　「病院又は診療所において診察又は治療を受けることその他これに準ずる行為」とは、具体的には、病院又は診療所において通常の比較的短時間の診察を受ける行為に限られず、人工透析など比較的長時間を要する行為をも含むほか、施術所において、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等の施術を受ける行為をも含みます。

④　「選挙権の行使その他これに準ずる行為」とは、具体的には、国政選挙及び地方選挙における選挙権の行使のほか、最高裁判所裁判官の国民審査権の行使、住民の直接請求権の行使等の行為がこれに該当します。

(3)　通勤による災害の認定

通勤災害とは、通勤に起因する負傷、疾病、障害又は死亡をいい、その起因性については、一般的に公務災害の場合と同様です。

ア　通勤による負傷

通勤による負傷については、特に通勤に起因したものではないと認められるものを除き、原則として、通勤によるものとされます。

イ　通勤による疾病

通勤による負傷に起因して生じた疾病その他通勤に起因することが明らかな疾病が、これに該当します。

ウ　通勤による障害又は死亡

通勤による負傷又は疾病と相当因果関係をもって生じたことが明らかな障害又は死亡が、これに該当します。

□　通勤災害の対象となる通勤の範囲事例

	事　　項
	通勤災害とする事例
	通勤災害としない事例

	勤務のため


	○通勤の途中で作業衣、定期券等、勤務又は通勤に関係あるものを忘れたことに気付き、これを取りに戻る場合

○交通途絶、スト等の交通事情により、許可を受けて引き返す場合

○レクリエーション（当該レクリエーション参加中の災害が、公務災害と認定される場合に限る。）に参加する場合

○次の勤務時間までの間に相当の間隔がある場合において、住居との間を移動する場合

○遅刻して出勤し、又は早退する場合（勤務時間中に私用で帰るのは勤務を終了して帰る場合とは認められないので通勤としない。）

○単身赴任者が月曜日からの勤務に備え、日曜日に帰省先住居から赴任先住居に移動する場合

	○出勤途中で自己都合により引き返す場合

○休日等に勤務公署の運動施設を利用するため住居と勤務公署との間を移動する場合

○任意参加の親睦会等に参加する場合

○勤務時間終了後相当時間にわたり囲碁、将棋等私用を弁じた後帰宅する場合

○単身赴任者が日曜日の私的な用事のため、土曜日に帰省先住居から赴任先住居に移動する場合（勤務日が月曜日の場合）


	事　　項
	通勤災害とする事例
	通勤災害としない事例

	住　　　　居


	○家族と共に生活している家等、通常勤務のための出勤の始点

○単身赴任者等が家族の住む家から反復・継続性をもって（ほぼ毎月継続的に）通勤をする場合の家族の住む家

○通常の勤務のために、又は長時間の残業、早出出勤等備えて設けた宿泊場所

○交通事情等のために一時宿泊する旅館、ホテル等

○家族が長期入院し看病する必要がある場合の病院

○台風等で避難した場所から出勤する場合の当該避難場所
	○地方出身者の一時的帰省先

○単身赴任者等が年末年始のみ家族と共に過ごす場合の家族の住居

○家族と共に郷里の実家に行き、そこから出勤する場合の当該実家



	勤務場所


	○通常の勤務提供の場所

○レクリエーション（当該レクリエーション参加中の災害が、公務災害と認定される場合に限る。）の場所
	○同僚との懇親会、同僚の送別会の会場

	合理的な経路


	(1) 経路の合理的解釈によるもの

○定期券による経路

○通勤届による経路

○定期券又は通勤届による経路ではないが、通常これと代替することが考えられる経路

(2) 通勤事情によるもの又は通勤に伴う合理的必要行為

○経路上の道路工事等、当日の交通事情によりやむを得ず迂回する経路

○事故、スト等の場合の代替輸送機関による経路

○座席確保や急行列車利用のため1～2駅戻る経路
	○交通事情によらず、著しく遠回りとなる経路

	事　　項
	通勤災害とする事例
	通勤災害としない事例

	合理的な経路


	○誤って1～2駅乗り越して戻る経路

○乗降駅以外の駅へ定期券を購入しに行く経路

○通常の経路を少し離れた場所にある便所に行く経路

○自動車通勤の者がガソリン補給のためにガソリンスタンドに立ち寄る経路

○自動車通勤の者がその自動車の修理のため最小限度の迂回をする経路

(3)　その他

○共稼ぎの職員が子供を託児所に連れて行く経路
	

	合理的な方法


	○電車、バス等公共交通機関を利用する場合

○自家用自動車（友人のものに同乗する場合を含む。）、自転車等を利用する場合

○徒歩による場合
	○運転免許を受けていない者
の運転する自動車を利用す
る場合

○飲酒運転又はそれを知りながら同乗する場合


	事　　項
	逸脱又は中断に該当するが、日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるものに該当し、経路に復した後は通勤とする事例
	逸脱又は中断に該当し、経路に復したとしても通勤とはしない事例

	逸脱又は中断


	(1)　日用品の購入その他これに準ずる行為

〔日用品の購入に該当する行為〕

○次のものを購入する行為

・パン、米、酒類等の飲食料品

・家庭用薬品

・下着、ワイシャツ、背広、オーバー等の衣料品

・石油等の家庭用燃料品

・身廻り品

・文房具、書籍等

・電球、台所用品等

・子供の玩具
	○次のものを購入する行為
・装飾品、宝石等の奢侈品

・テレビ、冷蔵庫、ピアノ、自動車、机、たんす等の耐久消費財

・スキー、ゴルフ等のスポーツ用品



	事　　項
	逸脱又は中断に該当するが、日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるものに該当し、経路に復した後は通勤とする事例
	逸脱又は中断に該当し、経路に復したとしても通勤とはしない事例

	逸脱又は中断


	〔日用品の購入に準ずる行為〕

○独身職員が通勤途中で食事をする場合

○クリーニング店に立ち寄る場合

○理髪店、美容院に行く場合

○テレビ、冷蔵庫等の修理を依頼しに行く場合

○税金、光熱水費等を支払いに行く場合

○市役所等に住民登録、戸籍抄本等を取りに行く場合

○単身赴任者が、帰省先住居と勤務場所間の移動又は帰省先住居と赴任先住居間の移動に際し、これらの移動に長時間要することにより、食堂で食事をする場合や自家用自動車内等で仮眠をとる場合

◎次のような事例は、逸脱又は中断とはしない。

○経路上の店で、タバコ、雑誌等を購入する場合

○駅構内でソバ等を立食する場合

 (2)　 学校教育法第1条に規定する学校において行われる教育、職業能力開発促進法第15条の6第3項に規定する公共職業能力開発施設において行われる職業訓練その他これに準ずる教育訓練であって職業能力の向上に資するものを受ける行為

〔学校教育法第1条に規定する学校に該当するもの〕

中学校、高等学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、特別支援学校
〔職業能力開発促進法第15条の6第3項に規定する公共職業能力開発施設に該当するもの〕

職業能力開発校、職業能力開発短期大学校、職
	○通勤途中で娯楽等のため麻雀、ゴルフ練習、ボーリン

グ、料亭等での飲食等をす

る場合

○同僚の送別会に行く場合

○冠婚葬祭に行く場合




	事　　項
	逸脱又は中断に該当するが、日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるものに該当し、経路に復した後は通勤とする事例
	逸脱又は中断に該当し、経路に復したとしても通勤とはしない事例

	逸脱又は中断
	業能力開発大学校、職業能力開発促進センター、障害者職業能力開発校
〔上記に準ずる教育訓練であって職業能力の向上に資するものに該当するもの〕

○学校教育法第124条に規定する専修学校における教育

○職業能力開発促進法第27条に規定する職業能力開発総合大学校における職業訓練

○学校教育法第134条に規定する各種学校における教育で、一般的に職業に必要な技術に関し1年以上の修業期間を定めて行われるもの

○上記のほか、教育訓練の内容及び形態がこれらに準ずると認められる教育訓練

(3)　病院又は診療所において診察又は治療を受けることその他これに準ずる行為

〔病院又は診療所において診察又は治療を受けることに該当する行為〕

○人工透析を受けるため病院等に立ち寄る行為

〔病院又は診療所において診察又は治療を受けることに準ずる行為〕

○接骨、あん摩、はり、きゅう等の施術を受けるため施術所に立ち寄る行為

○家族の見舞い等のため病院等に立ち寄る行為

(4) 選挙権の行使その他これに準ずる行為

〔選挙権の行使に該当する行為〕

○衆議院議員、参議院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長等の選挙の投票に行く行為


	○趣味又は娯楽のための
もの


	事　　項
	逸脱又は中断に該当するが、日常生活上必要な行為であって総務省令で定めるものに該当し、経路に復した後は通勤とする事例
	逸脱又は中断に該当し、経路に復したとしても通勤とはしない事例

	逸脱又は中断
	〔選挙権の行使に準ずる行為〕

○最高裁判所裁判官国民審査法の規定による最高裁判所裁判官の審査の投票に行く行為

○地方自治法第76条、第80条又は第81条の規定による地方公共団体の議会の解散の請求、議員の解職の請求又は長の解職の請求の署名を行う行為又は投票に行く行為

○地方自治法第74条、第75条又は第86条の規定による条例の制定、改廃の請求、事務の監査の請求又は主要公務員の解職の請求の署名を行う行為
(5)  負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障がある配偶者(婚姻の届出をしていないが、事実上、婚姻関係と同様の事情にある者を含む。)、子、父母、配偶者の父母及び次に掲げる者（ロに掲げる者にあっては職員と同居しているものに限る。）の介護(継続的に又は反復して行われるものに限る。)
　イ　孫、祖父母及び兄弟姉妹
　ロ　職員との間において事実上子と同様の関係にあると認められる者及び職員又は配偶者との間において事実上父母と同様の関係にあると認められる者
○歩行が不可能であり、食事や着替えにも一部介助を必要とする母の介護を行うために、母と同居している姉の住む家に立ち寄る場合
○人に暴力をふるう、しばしば興奮し騒ぎたてる　　　等の状況にある祖父が、施設に一時的に入所したことから、介護を行うために当該施設に立ち寄る場合
	○単に様子を見に行く場合
○通常介護を行っている者に代わって、たまたま介護を行う場合



（疾病状態）





（健康状態）





公務上の負傷


(身体に与えられた刺激）
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×は通勤災害に非該当
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